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(1) 動機：日本の産業の競争力は，取引先とのつなが

りの強さに依存すると考えられてきたが，このような

競争力は，震災のように，つながりを断つ現象に対

して，脆弱であると考えられる．東日本大震災では，

被災地以外においても，多くの企業がサプライチェ

ーンの構造を把握する重要性を再認識した．平時

においては，取引先の取引先，さらなる取引先を

意識した経営戦略を立てることは少ないであろう．

震災復興計画を考える上でも，これから起こりうる

大震災への対策を考える上でも，サプライチェーン

を通じた震災の被害の大きさを把握することが重要

であり，より安定的な取引ネットワークを構築させる

ために，リスク分散させるための長期的な対策を考

えるべきである． 

 

(2) 用いるデータ：東京商工リサーチ（TSR）の約 80 万

社の企業データを用いる．企業情報として，所在地

住所，取引先（仕入先と販売先）企業の ID が収録

されている．東京大学空間情報科学研究センター

の CSV アドレスマッチングサービスを用いて，企業

の所在地住所を緯度経度情報へ変換する． 

このデータを用いた既存研究では，取引先までの

距離は，半数が 40ｋｍ以内，9 割が 400ｋｍ以内に

あり，企業間の取引距離は非常に短いこと（「取引

の集積」）が実証的に示されている．一方，企業間

の取引関係ネットワークでは，多くの企業が非常に

短いリンクでつながっていること（「スモールワール

ド性」）が知られている．被災地以外の企業への影

響は，「取引の集積」と「スモールワールド性」の兼

ね合いで決まってくると考えられる． 

(3) 分析手法：被災地の定義を青森県，岩手県，宮城

県，福島県，4 県の太平洋沿岸の 44 市区町村とし，

TSR の約 80 万社の企業のうち，被災地企業を特

定する．次に，取引データを用いて，被災地企業の

取引先を特定し，所在地住所の緯度経度情報を

用いて，どのように地理的に広がっているのか確認

する．また，被災地企業の取引先やさらなる取引先

が全企業に占める割合を地域別に算出して，サプ

ライチェーンを通じて，被災地以外の企業にどの程

度波及しうるのかを確認する．  

 

(4) 分析結果： 

・ 図１より，被災地企業の取引先は地理的に広く

分布していることが確認された． 

・ ただし，地域別の企業全体に占める割合を確認

すると，表 1 のように，被災地企業の取引先（1
次の企業）は，北海道地方で 2.3％，関東地方

で 2.7％，中部地方で 1.1％，中国・四国地方や

九州地方で 0.5％以下になっており，企業の割

合からみると非常に少ないことが確認された．

「取引の集積」と整合的な結果である． 

・ しかし，被災地企業の取引先の取引先（2 次の

企業）まで含めると，北海道地方で 60％，関東

地方で 58％，中部地方で 53％，中国・四国地

方や九州地方で 40％以上となり，多くの企業が

関係してくることが分かる． 

・ また，さらなる取引先（3 次の企業）まで含めると，

すべての地域で 9 割近くなり，ほとんどの企業が

何らかの関係を持つことが分かる． 

・ 以上の分析結果から，被災地以外の企業にお

いても，企業自身が認識しないうちに，大多数

の企業が取引関係から何らかの影響を受ける

可能性があることが分かる． 

・ ただし，個々の企業の影響の大きさは，波及もと

が代替不可能な仕入先であるのか，販売の多く

を一つの企業に依存しているのかなど，企業間

のつながりの強さによって決まってくると考えら

れ，今後の課題とする． 

 

 
図 1：被災地企業の取引先の地理的ひろがり 

 
表 1：地域別の企業の割合 

 
 

 
 


